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はじめに
　2017 年 4 月に改訂された学習指導要領（以降、「新学習指導要領」とする）にお
いて、カリキュラム ･ マネジメントの重要性が指摘された。その背景としては、新学
習指導要領の柱の一つである資質・能力の育成やそのための視点である「主体的 ･ 対
話的で深い学び」による授業改善、いじめ等の現代的な教育課題の解決、道徳科や外
国語活動、英語科の拡充、プログラミング学習の導入等による時間増、複雑化に対応
しなければならないことがあるだろう。
　これらのことについては、既に学校教育関係者の中では常識的なこととして受け止
められるようになっている。また、小学校では 2020 年度、中学校では 2021 年度から
の新学習指導要領の完全実施に向けて準備を始める時期に入っていることは確かであ
る。
　カリキュラム ･ マネジメントを実際に学校で展開していく上での具体的な取り組み
について、新学習指導要領（小学校）の「第 1 　小学校教育の基本と教育課程の役割」
では次のように示している。
4  各学校においては，児童や学校，地域の実態を適切に把握し，教育の目的や
目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと，
教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと，教育課程の実施に必
要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通
して，教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っ
ていくこと（以下「カリキュラム・マネジメント」という。）に努めるものとする。
　では、実際にその動きがどれだけ進んでいるだろう。学校現場の状況を見る限りで
は、どう動いてよいかわからず立ち止まっていたり、いつ動き始めたらよいかを見極
めようとしてまだ動いていなかったりという学校が多いように見える。準備段階に
入っているにもかかわらず、その動きはまだ緩やかな状況と言えるだろう。実際のと
ころ、新しい教育課程が始まる前の現段階で、具体的に教科、領域同士の連関を考え
ても実施段階で大きく変わってしまう可能性もあり、躊躇してしまう気持ちもわから
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ないではない。
　しかし、カリキュラム ･ マネジメントにより教育課程全体を活性化することはすぐ
にできることではなく、実態の把握や綿密な体制づくり、人材その他のリソースの掘
り起こし、整理など時間を要することばかりであり、待ったなしの状況にある。そこ
で、本研究では、カリキュラム ･ マネジメントを確立していく上で、どういう手順で
取り組んだらよいかということについて、具体的な実践について考察をしながら明ら
かにしたいと考えた。
　「教育課程企画特別部会　論点整理」（2017）では、カリキュラム ･ マネジメントを
確立していく取り組みとして、上述の新学習指導要領からの引用のうちの、3 つの「～
いくこと」を具体化した次の 3 つの側面を挙げている。
① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の教育目標を踏まえた教科横
断的な視点で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。
② 教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地域の現状等に関する調査や
各種データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の
PDCA サイクルを確立すること。
③ 教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、地域等の外部の資源も
含めて活用しながら効果的に組み合わせること。
　本研究においては、これらの①～③の全ての側面を満たすような学校での具体的な
取り組み方を示すことを目指しているが、本論でまず①～③が十分機能するための環
境であり枠組みとして、②の PDCA サイクルの確立について着手することにした。
なぜなら、①の教科横断的な視点での教育課程の見直し及び③の人的・物的資源の活
用については、実践段階における具体的な取り組みであり、それらがうまく整備され
運営されるようになるためには学校全体で新しい取り組みに対する見方・考え方を共
通理解し、実践に臨む姿勢を整えておく必要があるからである。PDCA サイクルを
確立する上で、学校の教育目標（以下、「教育目標」という）を起点とした計画（教
育課程の作成）がなされ、計画に従って実践、評価、改善が進められることが、カリ
キュラム・マネジメントが機能する前提となるのである。
　本論においては、特に教育課程作成の起点となる教育目標の見直し及び策定への全
教職員の積極的な取り組みが PDCA サイクルの確立につながることについて、実際
の公立小学校での実践を検証しながら述べていきたいと考える。
1　PDCAサイクルの確立と教育目標の見直し
　学校教育への経営理論の導入の動きとして、1970 年代から 80 年代にかけて民間企
業で取り入れられていた PDS（Plan、Do、See）サイクルを導入しようという動きが
見られたが、定着するほどではなかった。その後、同じく民間企業で 1990 年代以降
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PDCA サイクルを積極的に取り入れた経営が行われるようになり、追従するように
学校経営にも取り入れようとする機運が高まっていった。
　PDCA サイクルが公的に位置づけられたのは、山本文茂（2012）によれば、2002
年 4 月に施行された小学校設置基準等において各学校は自己評価の実施とその結果
の公表が義務づけられ、それを受けた 2006 年に配布された「義務教育諸学校におけ
る学校評価ガイドライン」においてであるとされている。また、学校評価だけでなく、
各教科等の学習評価についても、「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」
（2012）で、「各学校における学習評価は，学習指導の改善や学校における教育課程全
体の改善に向けた取り組みと効果的に結び付け，学習指導に係る PDCA サイクルの
中で適切に実施されることが重要である」（下線は稿者による）とされ、学校におけ
る教育活動全般を PDCA サイクルに乗せて運営していくことが「常識」となっている。
　では、実際のところ、学校現場では PDCA サイクルがどの程度機能しているので
あろうか。PDCA に似た概念である「指導と評価の一体化」は PDCA の考え方より
も早く導入されてはいるが、まだまだ一体化するところまでは至っていないようであ
る。研究授業をしても、授業の善し悪しは議論されるが、あくまでも授業がどれだけ
盛り上がったか、子供たちの発表が多かったかで授業評価をしていて、子供がどれだ
け目標に到達できたか、できなかったかで評価している事例はそれほど多くない。学
習評価については、「成績のための評価」であることがまだまだ多く、指導との一体
化には遠いというのが実態であろう。
　PDCA サイクルの確立についても同様で、様々な教育活動に対する評価は各分掌
で行われてはいるものの、教科部は教科の評価、研究推進部は研究推進の評価、生徒
指導部は生徒指導の評価というように分掌止まりであることが多い。このことは、評
価時期と関係あり、田村知子（2014）は次のように述べている。
年度当初に作成したカリキュラムは、子どもの実態や学びの進捗状況によって、
柔軟に変更されてよいものであり、単元実施前の診断的な評価及び単元実施途中
で行う形成的なカリキュラム評価が必要です。さらに単元終了後には、次年度の
計画のために、総括的な評価が必要です。ところが一般に、カリキュラム評価は
年度末に行われることが多く、この場合、実施（授業）時点からのタイムラグが
生じ、詳細は忘れがちになります。
　では、このような状況が生じる原因はいったいどこにあるのか。もちろん、教育課
程への新しい教科、領域の「詰め込み」が発生する中で、教師という仕事がより多忙
化している中でタイムリーな評価をその都度していくことには無理があるが、できる
だけ効率的に、最小限の評価を繰り返しておくことで、年度末に集中する評価活動は
軽減できる可能性がある。にもかかわらず、その都度の評価と分掌をつなぐ（越えた
ではない）評価が行われにくいのはなぜか。天笠茂（2017）では、次のように指摘さ
れている。
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　教育課程を語るのは校長であって、私は授業や学級経営を語る、棲み分けて捉える
教職員もいる。また、教育課程など学校全体に関係することは管理職、あるいは、管
理職に近い教職員も守備範囲であり、若手は学級経営や教科等の授業に専念すること
が大切だという意識が体質化している学校もあるかもしれない。
　時間的な問題も当然あるのだが、教職員の中に「カリキュラム ･ マネジメント」は
管理職など一部の教員がするものという先入観があり、各分掌レベルでの仕事として
はしっかりとなされてはいるが、カリキュラム ･ マネジメントで求められている横の
つながりができていないことが、阻害要因となっていることも考えられる。もちろん、
新学習指導要領においても、「第 5 　学校運営上の留意事項　 1 　教育課程の改善と
学校評価等」で「ア 各学校においては，校長の方針の下に，校務分掌に基づき教職
員が適切に役割を分担しつつ，相互に連携しながら，各学校の特色を生かしたカリキュ
ラム・マネジメントを行うよう努めるものとする。」としているのだが、実現するの
は難しいと推測できる。
　カリキュラム ･ マネジメントを確立するためには、全員でカリキュラム ･ マネジメ
ントに取り組むのだという意識改革をしてからというのでは、実現は先の先と悲観的
になってしまいそうだが、ポイントは、各教職員が「自分事」として学校経営に臨む
ようになることであり、そのスイッチさえ入れば、前向きな教職員集団であるから、
実現にこぎ着けるのはそう難しいことではないだろう。
　では、教職員一人一人が学校経営を自分事とする、そのスイッチを入れるには、ど
のような方策をとればよいか。本論において、そのための最も有効な方策の一つが、
各分掌に枝分かれして実践する前の、学校経営の「水源」とも言える教育目標を全教
職員が意識し直すことが重要であると考えた。PDCA で言えば、Plan の部分をもう
一度見直し、立て直すことで、後に続く DCA が進みやすくなるのである。
　Plan の段階ですることは、大きく言えば、「なぜ（何のために）」行うのか、「なにを」
行うのか、そして、「どのように」行うのかの 3 点である。例えば、運動会を計画し
ようとしている場合のことで言えば、どんな運動会にしたいかは体育主任を中心に話
し合われるし、実際にどのような種目をどんな順序で、どんな時間配分で行うか等細
かく計画されるだろう。しかし、「なぜ運動会をするのか」ということについては、「決
まっていることだから」と話し合われることはないように思う。しかし、本来は教育
目標の実現のために運動会は必要か必要でないか、必要だとすればどういうコンセプ
トで行えばよいかをしっかりと話し合っておく必要があるだろう。
　このように「当たり前」と思われることが多くなればなるほど、教育目標を実現す
るために、という意識は薄くなり、何のための教育活動かがはっきりしないまま実践
されていることが多くなる。学校経営において指導と評価の一体化を図るとすれば、
最終的には一年間に行われている教育活動の全てについて、教育目標を実現するため
に機能したかを評価すべきであり、実践過程において教育目標が意識されていないと
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したら、カリキュラム ･ マネジメントの実現からは遠く離れたものであると言えるだ
ろう。
　このような考え方をふまえると、教育目標を変えるにしろ変えないにしろ、見直し
を全教職員で丹念に行うことで、その後の教育課程の編成、実践、評価、教育課程の
再編成という PDCA サイクルが機能するのではないかと考えた。そこで、2017 年度
に東京都内 A 小学校で行われた教育目標の見直しを中心とした取り組みを分析する
中で、PDCA サイクルの確立をどのように行えばよいかを考えていく。
2　実践の概要
（1）教育目標の形骸化
　小学校の教育目標は、 6 年間の教育活動を通して実現したい児童の姿を知・徳・
体の 3 つの視点から、学校や地域の実態に即して表しているものが多い。都内 A 小
学校でも、「よく考える子」、「進んでする子」、「思いやりのある子」、「元気な子」と
いうように、包括的な言葉でそれぞれの内容を網羅したものになっていた。創立して
60 年もの間、用いられてきたこの教育目標には、普遍性がある一方で、具体性が乏
しいために学校組織の目標としては形骸化しているという認識が教職員にもあった。
　第 1 章で述べてきたように、カリキュラム ･ マネジメントを実効的なものにする
には、まず教育課程を編成する際の目的となる教育目標が、組織目標として実質的な
ものになっているか確認する必要がある。田村知子（2011）はカリキュラム ･ マネジ
メントを「各学校が、学校の教育目標をよりよく達成するために、組織としてカリキュ
ラムを創り、動かし、変えていく、継続的かつ発展的な、課題解決の営み」としてい
るが、形骸化した教育目標の下では教育活動の質や組織力の向上は望めない。
　そこで、研究対象校では、2017 年度の学校評価項目の「教育目標の実現度」に、「教
育目標の妥当性」を加え、教職員、保護者・地域からの意見を集約することとした。
具体的には、「本校の教育目標について次のような視点で意見を書いてください。・知っ
ている　・言葉で言える　・意識している」という記述回答を求めて状況をまず把握
した。その結果の全体的な傾向を表す代表的なものとして、「教室の前面に掲示され
ているのは知っているが（見たことはあるが）、言葉で正確には言えない」「本校が目
指していることは理解しているつもりなので、結果として教育目標を意識しているこ
とになるとは思うが曖昧である」といったものが挙げられた。教育目標は、学校経営
計画や学校要覧では表紙に示し、校内全ての教室に掲示し、学校便りやホームページ
等でも積極的に発信していても、この程度の理解ということが形骸化を象徴している。
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（2）教育目標の見直しの必要性とカリキュラム・マネジメントとの関連
　上記の問いに続く、「現在の教育目標は、その趣旨が伝わる分かりやすいものになっ
ていると思いますか」という記述欄には、　「一つ一つの言葉が短すぎて、漠然として
いる」「わかりやすい言葉を使ってはいるが、今の時代に合っていない」というような、
教職員も保護者・地域もその見直し・吟味検討の必要性を意識していることが分かる
回答が半数を超えていた。
　教育課程は、学校評価結果を反映させながら編成作業を進めていく。つまり学校経
営の PDCA サイクルの、C の結果を受けての A、つまり改善・行動化する段階に教
育課程の編成作業がある。校長は、新学習指導要領の全面実施に向けて動き出す今を、
図 1　カリキュラム・マネジメント実現のための見通しの共通理解資料
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教育目標の見直しの好機とも捉えた。企画委員会（管理職、主幹教諭）では、学校と
して、新学習指導要領の趣旨の理解を深めると同時に、カリキュラム ･ マネジメント
を実現するためにも、まず教育目標の見直し作業が不可欠であることについて協議し、
2018 年度教育課程編成の第一に取り組むことを確認した。その協議の中で、カリキュ
ラム ･ マネジメントを実現するための道筋を教職員で共有する必要性が話題となり、
校長の指導の下、その説明資料（図 1 ）を教務主任が作成することになった。
　この資料を基に、 1 月はじめの新年度計画について話し合う職員会議で、全教職
員が新学習指導要領に示された、学校で育成すべき資質・能力をはじめ、その実現の
ための重要な取り組みとの関係性について共通理解を図った。教職経験年数や職層等
の異なりから、全員が同じように理解できているわけでないことを踏まえ、情報の共
有を第一としながら、実際の作業は分掌組織の機能を活用して行うことを確認した。
（3）教育目標の見直しの作業手順と留意すべきこと
　2017 年度の学校評価において、教職員や保護者・地域が、自校の教育目標は形骸
化していると認識しても、実際に見直し作業に取りかかろうとすると躊躇する空気が
校内に漂った。学校組織特有の、従来の取り組みを変えることへの慎重さが現れたの
である。教育目標の見直しという作業は負担増となることや具体化への見通しをもて
ないことからの不安感等がその原因である。伝統としてきた教育目標を変えることへ
の地域の反応を心配する声も教職員からも上がった。しかし、新学習指導要領への移
行期を迎えているこの期を逃してはできないし、その趣旨の実現のためにも行うべき
だと校長は判断した。また、決定したものを「下ろす」ということでは文言が変わる
だけで、実効性のあるものにはなりにくいという意見もあった。そこで、企画委員会
で次のことを検討した。
　・教育目標見直しの必要性を関係者が共有し、説明できる資料の作成
　・次年度の教育課程編成及び学校経営計画作成に反映させる手順の明確化
　・PTA や学校運営連絡協議委員（地域代表）への報告の機会設定
　教育目標は、校長の目指す学校づくりと密接な関わりがあることからも、見直し計
画資料の作成を校長が行うこととした。また見直し作業を教職員全員で行う過程で、
教育目標の意義やその文言に込める教育理念等を共有していくために、全教職員が考
え、協議し、合意形成していく過程を重視した。教育改革が進められるこの時期に、
全ての教職員が教育目標見直しの作業に関わることに、学校組織としての大きな意味
がある。さらに、見直しにかける学校の意図を保護者や地域にも検討段階で報告し、
意見を聞く機会も必要であると確認した。
　カリキュラム・マネジメントを実現するための取り組みが始動したことを受けて、
教育の動向や学校評価結果等を踏まえた、教育目標の見直しについて、校長が作成し
た資料（図 2 ）を運営委員会（管理職、教務・生活指導主幹教諭、学年主任、保健
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安全主任、研究主任、特別活動主任）に提示した。「教育を取り巻く社会情勢」や「小
学校教育で育成が求められること」の欄には、校長が目指す学校づくりの根拠となる
事柄が整理されており、運営委員会の教職員もあらためて学校経営の基盤になってい
ることを理解する機会となった。この場が、教育目標の重要性の理解を深めると共に、
見直す作業に関わる一員としての責任を強く感じたと後に語る学年主任もいた。
図 2　教育目標見直しの構想
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（4）限られた時間で効率よく作業を進める
　運営委員会で確認された作業手順に従い、学年や専科等のチームごとに新教育目標
案の検討を 1 週間で集中的に進めた。第 5 ･ 6 学年は高学年チームとして案を作成
したり、専科チームには栄養士や事務員が加わったりするなど、その組織も柔軟に構
成された。また、放課後に時間確保が比較的可能な低学年では、個々の教員が教育目
標のキーワードをカードに書き、それらをグルーピングして「知・徳・体」の 3 つ
の柱に沿って文章化するなど、手法もそれぞれのチームが工夫していた。
　その結果を持ち寄った運営委員会では、学年主任が中心となって会場に用意された
ホワイトボード上で、それぞれの案の根拠を述べ合いながら文言整理を進め、次のよ
うにまとめられた。
◎進んで学び，考える力，表現する力を高めようとする子（学に向かう力と思考力・
表現力）
◎認め合い，支え合い，協力して行動しようとする子（他者との協働と貢献心）
◎心と体の健康を考え，進んできたえようとする子（心身の健康とたくましさ）
　この目標設定の作業がスムーズに進んだ背景には、校内研究の活動の経験が基盤と
なった。現状から課題を明確にし、その改善のための目標を設定するスキルが教職員
に身に付いていたことが挙げられる。「スッキリまとまったようでも翌日見ると、あ
るいは他者に説明しようとすると、その根拠や道筋が曖昧なことに気づくことがまま
ある」と言った発言も、研究活動で身に付けたスキルが発揮された一場面と捉えられ
る。決められた時間でまとめるという意識で整理された文言は「一晩寝かせる」こと
となった。翌日の夕会で、教育目標としてまとめられた言葉の持つ意味について教務
主任が説明し、全教職員で確認した。小学校教育が普遍的に目指すものに加え、「多
様化・複雑化する現代的な課題への対応力」の育成を意図したものであると校長が価
値付けた。
　このような過程を経て、現在の教育目標の形骸化への認識から、 1 ヶ月足らずで
校内の改善案が固まり、PTA の執行部役員や学校を支えている地域の代表者会議で
ある学校運営連絡協議委員への説明を校長が行い意見等を求めながら教育目標の見直
し・改定が進んだ。
（5）教育目標と教育課程編成及び学校経営計画等との関連性の明確化
　教職員の総意で整理され、保護者・地域と合意形成された新たな教育目標を次年度
の教育活動と関連させて行く道筋を共通理解するために、副校長と教務主任が資料（図
3 ）を作成し、 2 月の第 1 週の職員会議で提案した。
　カリキュラム・マネジメントの PDCA サイクルを実効的なものにするには、すべ
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ての教育活動やその実施組織の在り方が教育目標の実現に向けたものであることを全
教職員が理解していなければならない。学校現場では、教育課程編成は教務が、教科
横断的な各指導計画はその担当者が、学年・学級経営案は担任が、というように職務
分担が形骸化し、それぞれの取り組みが断片化しやすい。そこで、図 3 の資料を用
いて、見直した教育目標の教育課程編成や学校経営計画作成との関連や、教育目標実
現のための学校経営上のカリキュラム・マネジメントの位置付け、学年・学級・専科
等教科経営との関連を共通理解した。
（6）教育目標の見直しの次の取り組み
　A 校では、年度末学校評価の結果を受けて教育目標を見直し、新年度計画の作成
に反映させていく流れを確認したところで、 2 月中旬の運営委員会で次の視点で教
育計画作成について協議した。
　① 各教科・領域等の年間指導計画を作成する際、教育目標の 3 つの視点、「 A 　
学びに向かう力と思考力・表現力」、「 B 　他者との協働と貢献心」、「 C 　心身
の健康とたくましさ」がどの単元と関連があるかそれぞれ可視化してはどうか。
図 3　新しい教育目標の教育課程等への反映の道筋
－ 58 －
創価大学教育学論集　第 71 号：渡辺・石丸
　②  A 、 B 、 C を育成する視点から、各教科・領域で目指す力を系統的に整理し
てはどうか。
　③ 道徳科や外国語・外国語活動等、新たな教科・活動の趣旨の理解、実施技能の習
得が十分でない中での上記 2 点の作業は時間的も組織能力的にも難しいのでは
ないか。
　④ カリキュラム・マネジメントの PDCA サイクルのスタートとしての取り組みが
できたことを成果とし、次年度の学期ごとに各種指導計画を実施しながら A 、
B 、 C の観点を位置づける作業を行っていってはどうか。
　⑤ 指導者が教科横断的な視点をもち、また地域の教育資源を活用した授業実践の基
盤となる学年・学級、専科等教科経営を組織的な視点から強化する必要があるの
ではないか。
　年度末の 2 月初旬に新しい教育目標が決まった時点から、上記①や②の作業に取
り組むのでは、時間的な制約も含め、結果的に表層的・形式的なものになってしまう。
新学習指導要領の趣旨を理解し各教科・領域等の実施に当たって重視すべき目標や内
容と、学校として新たな教育目標に掲げた 3 つの資質・能力との関連を児童の発達
段階とその指導の系統を踏まえて構造化・組織化する手立てを吟味することができな
い。そこで、次年度は校内研修の中に位置づけて、教育活動の実施を通して④を進め
ることとし、⑤については、学年・学級経営案等の形式を工夫（図 4 ）し、教育活
動の実現に向けた指導が日々展開されるようにした。
　図 4 の学年経営案の様式については、従来のものを生かしつつ、企画会で原案を
作り、運営委員会で提案した。そこでの合意形成で重視したことは、教育目標と学年
や学級等の経営目標の関連性を明確にする必要があるということであった。これまで
も各担任等が学級経営目標を立て、経営の計画を作成していたが、実質的に教育目標
が形骸化していたことから、個々の教員や学年の思いの表出に留まっていた。そこで、
新しい教育目標のそれぞれの観点から、学年の実態と照らし合わせて目標を設定し、
具体的な方策を示していく形式とした。学年の担任たちは、経営案の作成過程で教育
目標が目指す児童の姿、つまり児童に身に付けさせたい資質・能力についての理解を
具体的に深め、共有して行くことになった。この作業を受けて、学級経営の構想を具
体化し、学級経営案を作成する。学級経営案の形式も学年経営案に準じたものとした。
専科等教科経営案の作成は、各学年の学年経営案を読み込む、あるいは学年会に参加
して、担任の説明を受けたり、専科教員としての意見を加えたりするなど協働的に進
めていくことを確認した。
　図 4 は、上記の検討後に、次年度の 4 月 5 月の大変多忙な時期に各経営案を作
成することを踏まえ、できるだけ具体的なものをモデルとして示しておくとよいとい
う運営委員の意見から、校長と教務主任とで作成したものである。
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3　考察
（1）教育目標見直しの手順と経過についての考察
　A 小学校のカリキュラム・マネジメントに関する取り組みを簡単にまとめると次
のようになる。
図 4　教育目標と関連性を明確にする学年経営案のモデル
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12 月
学校評価　回答から、学校教育目標が浸透しているようでしていないこと、形骸化し
ていることが浮き彫りになった。
企画委員会　校長が学校教育目標見直しに着手することを提案した。
1 月
職員会議　学校教育目標見直しの目的と手順について共通理解を図った。
＊教職員から地域の反応を心配する意見、文言が変わっても中身は変わらないかと危
惧する意見が出された。
企画委員会　説明資料の作成、手順の明確化、保護者・地域への報告の機会設定につ
いて検討した。説明資料の作成は校長が行い、見直し作業は全教職員の合意の上で進
めることを確認した。
運営委員会　校長が作成した資料を提示した。
＊この会議が、学校教育目標の重要性、一人一人の教職員が見直しの主役であること
を強く思うようになる分岐点だと感じた学年主任もいた。
運営委員会　各チームから寄せられた案を基に、文言整理をし、原案を決定した。
＊まとまっているようだが、今は曖昧さなど見えないので時間をおいて見直した方が
よい等の意見が出され、「一晩寝かせる」ことになった。
夕会　教務主任が原案について説明し、全員で確認した。
保護者・地域への説明　PTA 執行部役員や学校運営協議委員に校長から説明した。
2 月
職員会議　新しい学校教育目標の具現化に関わるカリキュラム・マネジメントの位置
づけなどについて副校長と教務主任が資料を作成し、提案し共通理解を図った。
運営委員会　教育計画作成について協議し、すぐにできることと時間をかけて行うこ
とを整理した。
　このようにまとめてみると、12 月から 2 月までの 3 か月足らずの短い期間にい
かに効率よく、しかも全教職員の共通理解と協働によって教育目標の見直しがされ、
新たな教育目標の策定がなされたかがよくわかる。教育目標の見直しがしっかりとな
されることはその後の教科横断的なカリキュラム編成にもつながっていくのであり、
PDCA の実現、ひいてはカリキュラム ･ マネジメントの確立にとって大きな意味の
あることであるが、ここでは、見直しがしっかりとできること自体が大きな意味を生
み出しており、カリキュラム ･ マネジメントの確立のための基礎的な条件にもなって
いると考えられるため、その成功の要因について考えてみたい。
　まず、教育目標の見直しが成功した要因として挙げられるのは、校長のリーダーシッ
プである。60 年ほども固定的に踏襲されてきた教育目標を見直し変更することは校
長にとっては勇気ある決断を要すものと思われるが、教育目標が機能していない、形
骸化しているという学校評価の結果を受け、まずは見直しをするという決断ができる
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ことは、校長としてのリーダーシップの一面がしっかりと機能していると言えるだろ
う。
　学校経営をする上でのリーダーシップとは何かと問われたときに、目に見える形で
の働きかけである決断力は大きな要素であることは確かである。しかし、それだけが
目立つのでは専横的で教職員に受け入れられずに廃案となったり、中身の薄い形式的
な実践を生んだりすることになる。大事なことは、いかに教職員の間で実現するかし
ないかを問わず前向きに受け止められ、話し合われるかということである。そのため
に校長は、企画委員会、職員会議、運営委員会の機能を使い分け、数ある手順の中に
組み込んでいる。事前の打ち合わせ的な会議である企画委員会、運営委員会と全員参
加の職員会議をいかに機能させるかということもリーダーシップの大事な要素だった
と言えるだろう。
　成功の要因の二つ目は、見直し初期の企画委員会及び職員会議を経て全教職員の間
で共有されたことが、教育目標を見直す上での心構えと自分たちに課せられたミッ
ションの内容だけでなく、明確化された手順だったということである。このことによ
り、教職員に「今すべき」ことが具体的なこととして示され、「何をしてよいかわか
らない」フリーライダーを生じさせず、全員で臨むという姿勢を貫くことができた。
そして、それぞれの手順での進捗状況と成果をそのときどきに確認し共通理解してい
くという慎重とも言える手順を踏んでいるところが大きなポイントなのである。
　そして、このことにより、三つ目の成功の要因である教職員の間に教育目標を見直
すことに関しての共通意識が生まれることにつながっている。さらに、それは次第に
教職員の一体感となり、さらに新たな教育目標を策定することが各自の責任感となっ
ていく。このことは、上記の流れの中の、それぞれの手順として行われている諸会議
の中で散見される教師たちのつぶやきなどの反応から見て取れる。例えば、最初の職
員会議の時の地域の反応を心配する意見や文言が変わっても中身は変わらないかと危
惧する意見については、本当に教育目標を変えていくことがよいのか迷っている教職
員の思いを反映したものであるが、各チームで案をまとめた後の調整のための運営委
員会では、今は曖昧さなど見えないので時間をおいて見直した方がよい等の意見が出
されており、よりよい教育目標をつくろうとする思いが見えるようになっている。話
し合いや作業が進むにつれて教職員が本気になっているのであり、そうしてつくられ
た教育目標は、まさに教職員が一丸となってつくったものであり、それぞれの「自分
のもの」なのである。
　教職員が教育目標を見直し、新たな教育目標を策定すること自体が価値のあること
だが、このようにしてつくった教育目標だからこそ魂の入ったものにしようとするそ
の後の関わり方、実践への取り組み方が変わってくる。カリキュラム ･ マネジメント
そのものである。
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（2）PDCAサイクルの確立における教育目標の見直しの意義
　今回紹介した A 小学校の実践は、教育目標を見直すとことで PDCA サイクルを機
能させようとするものであり、PDCA の Plan の部分へのてこ入れが主たる目的だっ
たと言えるだろう。そのことについては十分目的を果たすことができていたと言える。
しかし、今回の実践が生み出したものは、そのことに留まらず、教職員が教育目標の
重要性を見直したことにより、PDCA のサイクル自体が活発になったということで
ある。
　教育目標は、これまで学校の中心的な課題であり、学校での教育活動の出発点であ
ると考えられてきたと考えられる。教育目標を頂点として、重点目標、学年目標、学
級目標とピラミッドの下に向かうような構図である。このシステムは、上位の目標が
下位の目標に受け継がれるという点で機能性の高いものではあるが、下位にいくほど
上位の目標が見えなくなるという欠点がある。そして、このことが多くの学校で教育
目標が形式化、形骸化することの原因になっていると考えられる。それに対して、今
回の実践では教育目標は実践している範囲では教育活動の中心に存在している。全校、
学年、学級、各分掌のどのレベルでも教育目標を意識した教育活動が行われようとし
ている。
　これまで意識されているようで実は意識されていなかったことをまずは明らかにし
た点において、A 小学校のひとまずの成功の大きな要因がある。だからといって、現
実問題として、教育目標を毎年のように更新することはできない。そこで、常に教育
目標に立ち返ることができるようなシステムを、A 小学校が「教育目標の見直し」と
いう形で教育目標に向かう一体感を形成したように、その学校なりの形で学校が持っ
ていることが重要であることを本実践は示してくれている。カリキュラム・マネジメ
ントの実現に PDCA サイクルの確立が挙げられていることの証左ともなる実践であ
ると言えるだろう。
　学校教育目標の見直しは重要だが、それ以上に学校教育目標を軸に教育活動を進め
ることが重要であることを教職員全員が意識することが重要なのである。
おわりに
　本研究では、東京都内の A 小学校でのカリキュラム ･ マネジメントを実現しよう
とする過程を、まずは教育目標の見直しを通して PDCA サイクルを確立しようとし
た実践を取り上げて述べてきた。
　その中で、教育目標が全教育課程の中心であり根幹であることがあまり意識されず
に行われているという課題に対して、教育目標を全教職員で見直し、必要なら新たに
策定するという作業をすることでカリキュラム ･ マネジメントが PDCA サイクルの
上に乗って進められるようになることが見えてきた。特に、カリキュラム ･ マネジメ
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ントを確立していく上で、何よりも教職員全員で取り組もうとする姿勢をつくること
が重要であり、そのための手順等を明らかにできたことは大きな成果であると考える。
　今後、新学習指導要領の全面実施に伴いカリキュラム ･ マネジメントを確立しよう
という動きは、各学校で一層盛んになっていくだろう。そのための具体的な取り組み
の一つの道筋を示すことができたのではないかと考える。
　一方で、カリキュラム ･ マネジメント確立のための教科横断的なカリキュラム編成
や人的・物的資源の整理と活用などについての具体的な方策を示すことは今回の研究
では行わなかった。今後はさらにカリキュラム ･ マネジメントについての研究を継続
し、「 3 つの側面」の残った 2 つの側面と今回の側面を関連させながら、その方策
を探っていきたい。
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A Research on Strategies 
to Achieve Curriculum Management
～ Establishment of the PDCA Cycle 
by Starting from Re-examination of School Educational Objectives
Hideki WATANABE　Kenichi ISHIMARU
　The Revision of Courses of Study points out that one of the ways to promote education to 
help students develop competency is implementation of curriculum management.
　In this research we thoroughly reviewed an actual school practice where they re-examined 
educational objectives to establish PDCA cycle, which is one of the aspects of curriculum 
management.
　Under the principal’s leadership, all the teachers operated as a team. They re-examined the 
current educational goals and drew up the new ones. We found that school faculty working 
together to redesign new goals made improvement not only in PDCA planning procedure, but 
also in all the phases of PDCA cycle. 
　We were able to make it clear that the driving power for achievement came from each 
teacher being aware of playing a main character in the process of re-examining the educational 
goals for the school.
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